
前回経営部会（平成３０年２月）の意見への対応

第3回経営部会での発言(議事録より抜粋) 事務局からの当日の回答 今回の対応

1

資料3 の投資・財政計画(収支計画)につ
いて、資料2のひな形では以降10年間の
予測値を記入するようになっているが、暫
定値について平成31年度までのデータと
なっている。持続性という観点では5年な
り、10年なりの予測を示す必要があるが、
最終的には10年間分の予測が記入され
たものが提出されるとの理解でよいか？
〈部会長〉

今回の経営戦略は2018年から2028
年までの10年間の計画であるため、
次回の審議の際には10年分の予測
値が入力されたものを提出する。
〈事務局〉

処理区毎の１０年間の収支
計画を提示する。

2-1

骨子のほうでは数値の根拠について抽象
的な記載がされている。暫定値とのことな
のでその正確性を検証する段階ではない
のだと思うが、次回はそのデータでもって
持続可能かどうか検証することになると思
うので、資産の集計や補助金の集計と
いった重要な数値についてはその根拠を
示すようにして欲しい。〈委員〉

2-2

資産評価について、評価の見積が甘いと
価値の無い資産を抱えてしまうことになる
ので十分精査した集計とする必要があ
る。特に法適化後2年目以降の長期前受
金戻入額が重要であると感じている。この
金額に過年度分がどれくらい含まれてい
るのか、現年分だけであればいくらくらい
なのかをはっきりさせないといけないので
長期前受金戻入額をどのように計算した
のかを次回は詳細に説明をした方が良い
と考える。〈委員〉

3

確かに骨子部分は抽象的な記述で最後
の投資・財政計画(収支計画)で具体的な
数値が出てくるため、その中間の説明が
無いと感じた。その部分の補完を心がけ
て欲しい。〈部会長〉

(意見のため回答無し) 各種数値の算定方法につい
て、説明する。

4

資料1(前回意見への対応)の⑦番につい
て、対応として「環境保全についても考慮
します」との記載があるが、骨子の中に環
境保全に対する配慮に関する表現がされ
ていなかったように思われる。経営戦略
のどこかに盛り込んだ方が良いと思われ
る。〈委員〉

下水道事業自体が公共用水域の水
質保全を目的として行っている事業
であり、その下水道事業を持続して
いくための経営戦略であると考えて
いる。今回は骨子であるため、下水
道の本来の目的をしっかり記載する
ようにしたい。〈事務局〉

経営戦略の位置づけや経営
の基本方針のなかに盛り込
む。

5

環境審議会委員を兼務している者として、
下水道にはそぐわないかもしれないが、
「生態系保全」の文言を入れて欲しい。今
まではただ汚れているものを綺麗にしよう
という方向性であったが、生態系を基準に
考えると、場所・季節によっては必ずしも
高度処理でなくてもよいということがある
かもしれない。なので、生態系保全も念頭
に置いた水質保全として考えて欲しい。
〈部会長〉

(意見のため回答無し) 生態系保全については下水
道中期ビジョンの中で「水質
管理手法や生態系の回復等
に関する研究成果や提言を
下水道の施策に反映してい
きます」との記載があり、下
水道処理は提言が反映され
た水質基準を確保していく。

6

将来的に不均衡が解消されるというので
あれば利用者も納得するであろうが、永
続的に不均衡が生じるという状態、しかも
2倍近い差がある状態で利用者が納得す
るとは思えないのでその理由について十
分説明できるようにしておいたほうが良い
と考える。〈委員〉

供用開始の早い処理区は既に高い
負担金を支払ってきたという過去が
あり、建設費用が償還された結果、
現在の料金が安くなっているという
面がある。また、委員のご指摘の通
り公共サービスとして格差が大きす
ぎるとの面もある。処理区ごとの受
益者負担の観点と公共サービスとし
ての格差の問題については議論を
行なっているところであり、現在は一
部県の負担により格差の軽減を行
なっているものである。今後他府県
等の状況を見ながら負担金のあり方
について検討を続けていきたいと考
えている。〈事務局〉

受益者負担の原則のもと市
町負担金を算定しているが、
一方で、流域下水道だけでな
く市町の公共下水道におい
ても持続的な下水道サービ
スの提供が不可欠である。
今回の経営戦略で市町負担
金の見通しを試算している
が、法適化による経営内容
の透明化や、数字に反映して
いないさらなる経営の合理化
等を進め、市町負担の軽減
に努めていく。

現在、資産調査を進めているのでそ
の結果を反映し、次回には減価償却
費と戻入額について詳細な説明が
できるよう準備する。〈事務局〉

減価償却費と長期前受金戻
入額について、説明する。
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